
19 

 

Ⅱ ポストコロナを見据えた重点戦略 / ２ 地域を支える人・モノ輸送戦略 
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Ⅱ ポストコロナを見据えた重点戦略 / ３ インバウンド加速化戦略 

 

 

  
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、訪日外国人をはじめとした観光客が激減している

ことから、今後は新北海道スタイルの実践のもと、国内旅行と訪日旅行の両輪により、道内、国内、

海外への段階的な観光需要の回復に向けて、新千歳空港をはじめ、７空港の運営を担う北海道エア

ポート社とも連携し、ウポポイや北海道ボールパークなど新たな観光資源を活用した道内周遊の促

進に取り組んでいくとともに、誘客の多角化を進め、季節的・地域的偏在を解消することで、感染

リスクの分散と新たな需要の獲得に取り組む。 

 また、量×質の追求に伴う満足度と連動した消費単価の向上により、サービス持続性の確保に向

けて取り組むとともに、交通結節点からのアクセス環境の整備、バリアフリー化、旅行ニーズに  

あった情報提供機能や案内表示等の充実を図ることで、全道各地への周遊を促し、北海道に活力を

もたらす交通ネットワークの実現をめざす。 

 

 
・新型コロナウイルス感染症の影響による観光客の激減 

・訪日外国人の約７割が東アジア圏からの来道など、国・地域の偏り 

・観光客の約半数が夏季、道央圏に集中するなど、季節的・地域的な偏在 

・空港運営の民間委託を契機とした全道への観光客誘致の展開 

・北海道新幹線のさらなる高速化及び札幌開業に向けた取組の展開 

 

 

 

 

 

 

  

■宿泊者数 ■来道外国人数 

■訪日外国人来道者数（国・地域別） ■圏域別観光入込客数 

出典：(一社)日本旅館協会北海道支部連合会の提供資料を基に道が作成 出典：法務省「入国管理局調べ（速報値）」を基に道が作成 

出典：北海道経済部「北海道観光入込客数調査報告書 令和元年度（2019 年度）」 

 

出典：北海道経済部「北海道観光入込客数調査報告書 令和元年度（2019 年度）」 
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Ⅱ ポストコロナを見据えた重点戦略 / ３ インバウンド加速化戦略 

 

 

リスク分散と新たな需要の獲得、サービス転換による持続性の確保 

 

 

交流人口の拡大 

 誘客の多角化等によるリスク分散と新たな需要の獲得、量×質の追求によるサービス持続性の確保 

取組内容 取組指標 

■感染症の状況を踏まえた段階的な誘客 

感染症の状況を踏まえ、道民による道内旅行の再発見、国内旅行の需

要喚起、海外市場ターゲットの適時見直しを行うなど旅行者比率のリバ

ランスを図りながら、段階的な誘客を図る。 

 

○観光消費額 

・道内客１人当たり 

13,432 円（R1） 

→15,000 円（R7） 

・道外客１人当たり 

72,316 円（R1） 

→79,000 円（R7） 

・外国人客１人当たり 

143,292 円（R1） 

→209,000 円（R7） 

[関係者] 国、道、市町村、観光・経済団体 等 

■誘客の多角化による国や地域、季節的・地域的偏在の解消 

夏季、道央に観光客が集中している現状を踏まえ、季節的・地域的偏

在の解消に取り組むとともに、訪日外国人の約７割が東アジア圏からの

来道であることから、リスク分散と新たな需要の獲得に向けて、誘客の

多角化を進める。 

[関係者] 国、道、市町村、航空会社、観光・経済団体 等 

■量×質の追求に伴う満足度と連動した消費単価の向上による 

サービス持続性の確保 

コト消費の充実による旅行商品の高付加価値化に加え、富裕層向け商

品・サービスの充実を図るとともに、新たな観光ニーズに対応できる受

入環境の整備、AI や ICT を活用した収益構造の改善を図るなど、量×質

の追求によりサービス持続性を確保する。 

[関係者] 国、道、市町村、観光・経済団体 等 
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Ⅱ ポストコロナを見据えた重点戦略 / ３ インバウンド加速化戦略 

 

取組内容 取組指標（R:年度、r:暦年） 

■安全・安心の確保と情報発信の強化 

誰もが安心して北海道に来ていただけるよう、新北海道スタイルの浸

透・定着はもとより、道内観光地や公共交通機関における感染症対策を

可視化するなど、関係者が一体となって安全・安心に関する情報発信を

強化する。 

 

○観光・旅行全体に対して 

｢とても満足した｣とする割合 

・道内客 31.6％（R1） 

・道外客 44.3％（R1） 

・外国人客 51.3％（R1） 

→R7 目標値は、「北海道観光のくにづく

り行動計画」設定指標に準ずる 

 

○道内空港の国際線利用者数 

 350 万人（R1） 

→380 万人以上（R7） 

 

○クルーズ船の寄港回数 

 ０回（r2） 

→130 回（r7） 

 

○北海道新幹線の利用者数 

164.7 万人（R1） 

→現状より増加（R7） 

 

○道の施策により創出する 

海外からの投資件数 

５件（R1） 

→５件/年（R2～R7） 

 

○リピーターの割合 

・道外客/５回以上来道

39.5％（R1） 

・外国人/２回以上来道

32.2％（R1） 

→R7 目標値は、「北海道観光のくにづく

り行動計画」設定指標に準ずる 

 

○北海道型ワーケーション 

 参加市町村 

 39 市町村（R2） 

→58 市町村（R6） 

[関係者] 国、道、市町村、交通事業者、観光・経済団体、民間企業 等 

■航空ネットワークの充実・強化 

感染症拡大前の航空便の再開に向けて、関係自治体や北海道エアポー

ト等と連携した取組を進めるとともに、国等が中心に進めている新千歳

空港の国際線受入体制整備に協力するほか、新千歳空港に集中している

航空需要を全道に波及させる観点から、道内地方空港の機能強化や未就

航路線の誘致活動を行うなど、道内空港の活性化に向けた施策を展開す

る。 

[関係者] 国、道、市町村、航空会社、北海道エアポート 等 

■クルーズ船の道内港への寄港促進 

国や港湾管理者等との連携のもと、ターゲットを絞った誘致活動を展

開するともに、北海道の認知度向上に向けて取り組むなど、クルーズ船

の道内港への寄港を促進する。 

[関係者] 国、道、港湾管理者、北海道クルーズ振興協議会 等 

■北海道新幹線の高速化等による利用促進と札幌開業に向けた取組 

北海道新幹線の高速化の実現などによる利用促進の取組を展開すると

ともに、官民連携による体制づくりや開業を見据えた計画策定の検討な

ど、2030 年度末に予定される札幌開業に向けた取組を進める。 

[関係者] 国、道、市町村、交通事業者、観光・経済団体、東北地域の自治体 等 

■観光関連産業を中心とした海外からの投資促進 

観光を中心に食、IT などの分野において、有力投資先に向けたプロ  

モーションの展開や道内への海外投資家の招聘などの取組により、海外

からの投資を呼び込む。 

[関係者] 道、市町村、経済団体、金融機関 等 

■リピーターの増加に向けた取組 

雄大な自然や豊かな食、多彩な体験プログラムに加え、北海道の生活

文化などをコンテンツとして制作し、海外のテレビや SNS など複数のメ

ディアを組み合わせて発信することにより、本道への外国人観光客のさ

らなる誘致につなげる。 

[関係者] 観光団体、民間企業、各種メディア 等 

■地方移住やワーケーションの推進 

新型コロナウイルス感染症の拡大により、場所にとらわれない新しい

働き方や地方移住への関心が高まっていることから、オンラインを活用

した移住関心層の掘り起こしや北海道ならではのワーケーションといっ

た新しい働き方を提案するなど、関係人口の創出・拡大に向けた取組を

進める。 

[関係者] 道、市町村、観光団体、民間企業 等 
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Ⅱ ポストコロナを見据えた重点戦略 / ３ インバウンド加速化戦略 

 

観光客の周遊 

 交通アクセスの向上や受入体制の充実、新たな観光資源を活かした全道周遊の促進 

取組内容 取組指標 

■道内航空路線と空港間移動手段の充実 

道内空港を一つの空港のように見立てた「大北海道空港（マルチゲー

トウェイエアポート）」を推進し、13 空港の活性化に向けたプロモー  

ションの実施や複数空港の利用促進、空港運営事業者や交通事業者、観

光事業者等との連携による二次交通情報の発信など、道内周遊の促進に

向けた取組を進める。 

 

○道内空港の国内線利用者数 

 2,516 万人（R1） 

→2,671 万人以上（R7） 

 

○観光客の満足度（交通機関） 

・道内客 38.8％（R1） 

・道外客 71.0％（R1） 

・外国人客 90.4％（R1） 

→現状より向上（R7） 

 

○旅客施設のバリアフリー化 

・段差の解消 84.6％（H30） 

・視覚障がい者誘導用ブロッ

クの設置 94.0％（H30） 

・障がい者用トイレの設置 

 87.5%（H30） 

→原則 100％（R7） 

 

○道外からの観光入込客数 

 607 万人（R1） 

→620 万人以上（R7） 

・うち外国人観光客 

 312 万人（R1） 

→R7 目標値は、「北海道観光のくにづく

り行動計画」設定指標に準ずる 

[関係者] 道、市町村、北海道エアポート、交通事業者、観光事業者 等 

■鉄道の輸送機能等の充実 

道内外の多くの利用者に対し、利便性の高い輸送サービスが提供でき

るよう、新千歳空港アクセスの増強に向けた検討を進めるとともに、道

内各地域の特色を活かした観光列車の運行や商品開発等への協力・支援

を行うなど、鉄道の輸送機能の充実に向けて取組を進める。 

[関係者] 国、道、市町村、JR 北海道、観光団体 等 

■交通情報提供機能と案内表示等の充実 

インターネットを活用した路線検索やリアルタイムな運行情報を確認

できるバスロケーションシステムの導入、路線バスの混雑状況の可視化

など、公共交通に係る情報提供機能の充実を図るとともに、観光エリア

や移動車内、交通拠点における Wi-Fi 環境の整備、多言語対応した案内

表示等の充実に向けた取組を進める。 

[関係者] 国、道、市町村、交通事業者、観光団体 等 

■バリアフリー環境の充実 

誰もが利用しやすい安全で快適な移動環境を実現するため、空港や駅

などの旅客施設における段差の解消、視覚障がい者誘導ブロックや多目

的トイレの設置、車両などのバリアフリー化を進めるとともに、高齢者

や障がいのある方、妊産婦などの立場を理解し、行動ができるよう交通

分野における心のバリアフリーの取組を進める。 

[関係者] 国、道、市町村、交通事業者、観光団体、社会福祉団体 等 

■新たな観光資源や観光ルートの創出・活用 

複数空港の観光資源を組み合わせた新たな観光ルートの形成や国立公

園のブランディング戦略、白老町に開設されたウポポイをはじめ、2021

年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会、アジア初のアドベン

チャートラベル・ワールドサミット、さらには、2023 年の北広島市に建

設が予定される北海道ボールパークの開業などを契機に、新たな観光資

源を活かした誘客促進に向けて取組を進める。また、雄大な自然等を活

かした道内周遊を促進するため、安全で快適なドライブ観光を支える道

路整備や道の駅整備、関係機関の連携による観光地案内や道路情報提供

の充実等に取り組む。 

[関係者] 国、道、市町村、北海道エアポート、交通事業者、観光団体 等 
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Ⅱ ポストコロナを見据えた重点戦略 / ３ インバウンド加速化戦略 
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Ⅱ ポストコロナを見据えた重点戦略 / ３ インバウンド加速化戦略 
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Ⅱ ポストコロナを見据えた重点戦略 / ４ 国際物流拡大戦略 

 

  

 

国際航空路及び航路の拡大に向けた取組を進め、空港や港湾などの物流機能の強化、商流と物流

が一体となった輸出の拡大に取り組むとともに、新型コロナウイルス感染症拡大の影響による企業

のリスク回避による国内回帰の動きを捉え、リスク分散の適地としての優位性を PR することで道

内への企業立地を促進し、本道からの輸出拡大につながる貨物量を確保するなど、世界をつなぐ国

際物流拠点形成の実現をめざす。 

 

 
・新型コロナウイルス感染症拡大による航空貨物輸送能力の低下 

・地理的優位性がある北極海航路 

・輸出拡大に向けた価格競争力の向上 

・港湾における穀物、循環資源等の船舶大型化への対応 

・農水産物の輸出増加への対応 

・コロナ禍における貿易貨物の大幅な減少、企業設備投資への影響の懸念 

 

  

北極海航路ルート
約13,000km

スエズ運河ルート
約21,000km

約４割の短縮

北海道～
ロッテルダム

ロッテルダム

北海道

■輸出額 

出典：函館税関「北海道貿易概況」 

■北海道における企業立地件数 

出典：：北海道経済部調べ 

■北海道における農水産品輸出機能の強化 

■北極海航路ルート 

出典：北海道総合政策部調べ 

出典：国土交通省北海道局「令和３年度北海道局関係予算概要」 
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Ⅱ ポストコロナを見据えた重点戦略 / ４ 国際物流拡大戦略 

 

 

貨物の集積と航空路・航路の充実による国際物流拠点の形成 

 

 

国際航空路及び航路の拡大 

 国際航空路線や港湾を活用した国際貨物の拡大 

取組内容 取組指標 

■空港を活用した国際貨物の拡大 

エアラインセールスの展開に加え、運航に要する経費の助成や新千歳

空港を利用して輸出を行う荷主への助成など、国際貨物の拡大に向けて

取組を進める。 

 

○航空国際貨物取扱量 

16,121 t（R1） 

→18,000 t（R7） 

 

○北極海航路の利活用に 

 参画する団体数 

 12 団体（R1） 

→20 団体（R7） 

[関係者] 国、道、市町村、北海道ｴｱﾎﾟｰﾄ、札幌国際ｴｱｶｰｺﾞﾀｰﾐﾅﾙ、新千歳空港国際化推進協議会 等 

■港湾を活用した国際貨物の拡大 

物流拠点である港湾の機能強化に向け、国際物流ターミナルの整備や

ポートセールスのほか、農水産物の輸出促進のため農水産物輸出促進計

画の認定を受けた６港湾の連携を図り、屋根付き岸壁の整備を推進する。 

[関係者] 国、道、市町村、港湾管理者 等 

■本道経済の活性化につながる北極海航路の航行船舶の誘致と機運の醸成 

東アジアの玄関口として本道港湾の国際物流拠点化が図られるよう、

欧州との新たな物流ルートとして期待される北極海航路の地理的優位性

を活かした利活用の取組など、「北極海航路」調査研究会等において情報

共有と機運醸成を図るとともに、企業訪問等により参画企業を拡大して

いくことで、航行船舶誘致に向けて取組を進める。 

[関係者] 国、道、市町村、港湾管理者、経済団体、大学、民間企業 等 
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Ⅱ ポストコロナを見据えた重点戦略 / ４ 国際物流拡大戦略 

 

道内産業の活性化・高度化 

 リスク回避の動きに合わせた企業誘致と輸出の拡大 

取組内容 取組指標（R:年度、r:暦年） 

■リスク分散やサプライチェーン再編に合わせたものづくり産業・

食関連産業等の集積促進 

新型コロナウイルス感染症拡大による企業のリスク回避による国内回

帰の動きやサプライチェーン再編の動きを捉え、企業立地セミナーの開

催やトップセールスの実施、企業訪問等により、リスク分散の適地とし

て本道の優位性を PR していくことで、ものづくり産業や食関連産業な

どの本道への立地促進に向けて取組を進める。 

 

○企業立地件数 

71 件/年度（H22～H26 平均） 

→390 件（R2～R6 累計） 

 

○リスク分散による 

企業立地件数 

24 件/年度（H28～H30 平均） 

→125 件（R2～R6 累計） 

 

○道産食品輸出額（h30） 

・道内港（実績）774 億円 

・道外港（推計）408 億円 

→道内港と道外港合わせて 

1,500 億円以上（r7） 

[関係者] 道、市町村、民間企業 等 

■生鮮品輸出に対応した物流機能の強化 

高品質な道産食品の輸出拡大に向け、空港や港湾、貨物駅における冷

凍・冷蔵施設の保管容量の充実や、電源供給設備の増設などコールド  

チェーンに対応した物流施設の整備を促進する。 

[関係者] 国、道、市町村、物流事業者、空港管理者、港湾管理者 等 

■商流と物流が一体となった本道からの輸出拡大 

道産品の販路拡大のため、付加価値の高い道産食品の開発や生産状況・

市場ニーズを踏まえた商談会の開催、テスト輸出・販売など、継続的・

安定的な販路拡大に向けた取組を進めるとともに、混載輸送など効率的

な輸送体制整備を促進するほか、道内で生産される高品質な鉄スクラッ

プの輸出拡大に向け、船舶大型化への対応を進める。 

[関係者] 国、道、港湾管理者、経済団体、JETRO、フード特区機構、生産団体、民間企業 等 

 

 
 

  


